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※「別紙」の追加・削除・名称変更がある場合には修正願います。

・ 本編では一時滞在施設の運営に必要な事項に関して【受入体制】【運営計画】【平時からの準備】の3つに分類しており、記載概要、考え方、ポイント等について説明しています。
· 別紙１：「一時滞在施設運営チェックリスト」は、災害時の一時滞在施設の運営（施設における滞留者の受入）に際する実施事項をチェックリスト化しており、「リスト左側には（想定される災害時の）時系列を記載」「リスト右側には災害時の活動内容を記録するための欄を設けている」等、実際の活用を想定して作成しています。

※　マニュアルを修正した際には、別紙１：「一時滞在施設運営チェックリスト」を含む各種帳票類についても、合わせて確認をすることが必要です。
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【施設滞在者支援本部における担当部門（例）】 
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A　受入体制

本項は（1）「自社での受入方針を明確化する際の検討材料及び、自社での受入を決定する際の判断材料として活用する」 （2）「受入に際して社内で決定すべき事項やその条件等を明記しておく」 といった利活用を想定しており、自社施設で滞留者の受入に際し検討しなければならない「項目」「ポイント」等を以下のとおり整理しました。
A.1　災害時における取組方針

「＊＊＊＊」では、大規模災害が発生した際、可能な限り滞留者を自施設へ受入を行うことよる地域の混乱防止に協力・貢献するものとし、「◆◆◆◆」建屋内事業者、「△△△△」の構成員等は、本書で記載の各種滞留者への支援活動に積極的に参加・協力するものとします。

（　　　年　　月　　日 　　　会議にて承認済）

　　
A.2　一時滞在施設とする建屋、想定する災害 

· 一時滞在施設とする建屋、場所

＊＊＊＊本社（東京都港区▼△▽▲　○○丁目　○○番　○○号）
○○○○会議室（施設名）
· 想定する災害

当社＊＊＊＊が想定する災害は、日本において発生した地震、台風、水害等の災害に伴い、首都圏、東京都、港区（注）の公共交通機関が運行停止となった（大量の滞留者 が発生する恐れがある）場合とします。
　　
A.3　対応可能項目の確認

A.3.1　受入スペースの特定、受入許容人数の把握 

滞留者を受け入れる際のスペース（場所）を明確化し、スペースの広さ（平米）から想定される受入人数を算出します（数値の算出に際しては別紙２：「受入人数、必要量、金額等試算シート」を参照します）。

■受入スペース（場所）の候補、広さ

	受入場所1：
	
	広さ
	
	㎡

	受入場所2：
	
	広さ
	
	㎡

	受入場所3：
	
	広さ
	
	㎡

	受入場所4：
	
	広さ
	
	㎡

	受入場所5：
	
	広さ
	
	㎡

	受入場所6：
	
	広さ
	
	㎡

	合　計
	広さ
	
	㎡


	受入許容人数：
	
	合計㎡ ÷ 3.3 × 2 =
	
	名


※ 目安として、3.3㎡あたり2名の受入として算出して下さい。

（引用：事業所における帰宅困難者対策ガイドライン：平成24年9月10日 首都直下地震 帰宅困.難者等対策協議会）
※ 受入場所のフロアレイアウト（次項参照）を作成し、なるべく災害時の運営方法を図面で示しておきます。
（災害時に開設予定の「施設滞在者区域」「施設管理者運営区域」「要援護者用区域」等場所を設定し、また「トイレ」「電話」「情報機器」等の周囲にある設備等を掲載します）



■受入スペース（場所）周辺のフロアレイアウト（例）













【留意事項・注意事項】：（例）
各エリアでは区域を示す貼紙を行ない、商品・物品・重要書類等が置かれているエリアは「立入禁止」等の表示を行います。（ボランティア等協力者を含め事前説明を行うとともに、また施錠等処置を実施します）

A.3.2　備蓄スペース、提供物資

　　　
（1）備蓄スペース

● 3.1で算出した受入許容人数に対し、別紙２を参考に３日分の物資を備蓄するスペースを算出します。

● 別紙２：受入人数、必要量、金額等試算シートは、想定される受入人数、備蓄品の量／大きさ／重量、金額目安を算出するためのものです。なお、各フロアで備蓄品を積み上げる際には床加重の問題があります。実際の格納の可否については、事前に施設管理者等に確認が必要です。

● 帰宅困難者等に提供する物資や活動に必要な資器材を備蓄するスペースは以下のとおりです。
■備蓄スペース

	備蓄場所1：
	
	広さ
	
	㎡

	備蓄場所2：
	
	広さ
	
	㎡

	備蓄場所3：
	
	広さ
	
	㎡

	合　計
	広さ
	
	㎡


※ 必要に応じ、備蓄場所をＰ3 図面（フロアレイアウト）に反映して下さい。

（2）提供物資

● 帰宅困難者に提供する物資や活動に必要な資器材は、別紙３：ツール／備品リスト一覧
のとおりです。

　　　● 飲食料等の備蓄品については、賞味期限があるため、定期的に期限を確認し、適宜更新を行います。

　　　　　
　　★【港区と協定を締結している場合】
災害時に払い出した備蓄品に対する費用の補填を受けることを踏まえ、備蓄品購入時の領収書や契約書に加え、払いだした備蓄品の記録等の証拠書類を保存しておきます（都・国等の備蓄物資購入のための補助金制度を活用された場合を除きます）
A.3.3　提供可能インフラ

● 帰宅困難者に提供できる施設・インフラは、別紙４：提供可能施設・インフラ一覧表のとおりです。
● 予め自施設において提供可能なものを明確化しておくことが必要となるため、自施設に変更があった場合には、適宜マニュアル・帳票類を修正して下さい。

　　
A.4　対応時間

災害はいつでも起こり得ることを考慮し、××××における滞留者受入に関する時間帯に応じた対応基準は以下の通りです。
　　


· 平日営業の事業者（例）

・営業時間（　9:00　～　18:00　）内に災害が発生した場合

　　　　　→　受入れの対応を行う方向で検討します。
・営業時間外（上記以外）に災害が発生した場合

　　　　　→　社内状況に応じて検討・判断します。
・営業時間内に災害が発生し、受入の翌日が営業時間外（休日・祝日）になる場合
　→　受入れの対応を行う方向で検討します。
※　受入開始迄の時間について（自社初動対応時間の考慮）

東日本大震災では地震発生から数時間で各駅周辺に大規模な滞留が発生しており、早期に地域の混乱を防止する（滞留者を地域に留める）ためにも、なるべく早い段階で滞留者の受入を行うことが重要です。

※　自社では「事前に（初動対応と受入対応に関する）役割を分担しておく」「初動対応を早く実施できるよう対応力を高めておく」等の対策を講じておくことが重要となります。
A.5　運営体制

一時滞在施設での受入に際しては、（社員ではない一般人を含む人を受け入れることから）混乱等の発生が考えられるため、予め運営に際しての役割や機能を明確化しておくことが重要です。以下5.1～5.3の内容を参考に、施設滞在者への支援活動時に必要と考えられる役割や機能を別紙６へ記入し、自社内での受入時に必要な役割を予め配置します。
　
A.5.1　想定される役割と機能


■役割（機能）と実施概要表（例）
	No.
	役割（機能）名
	実 施 概 要

	1
	統括（責任者）
	施設内での運営責任を負う。一時受入施設に関する状況や運営メンバー等の状況を把握し、施設開設や被害に対する処置方法等の判断し、また外部組織（港区災害対策本部、各駅協議会等）への連絡や施設運営状況の報告等の指示を行う。

	２
	施設安全確認班
	災害発生直後に施設の安全確認を行い、一時滞在施設の使用可否を確認する。その他、余震等の発生等に際し、施設の安全確認／二次災害の防止等の処置を行う。

	３
	滞留者受付・誘導班
	・施設入口で滞留者の受付を行う。受付に際しては施設滞在者名簿を活用し、受入者の氏名／住所等の情報を記録させる。

・滞留者を受入用区域に移す、もしくは特定の事由により他施設へ移ってもらう等、施設内で一斉に施設滞在者を移動させるシーンでの誘導対応を行う。

・施設滞在者の管理、及び（途中を含む）退所管理を行う。

	４
	支援物資提供班
	施設滞在者に備蓄物資を配布する。配付に際し、（想定される）一時滞在施設の開設期間を踏まえて配分数を検討しつつ、また払い出した備蓄物資については在庫数を把握／記録する。

	５
	衛生管理班
	施設内の給湯室やトイレ等、水周りを中心に清掃を行う。その他、施設の室温や換気状況等に配慮し、施設滞在における快適性を追求する。

	６
	負傷者対応、要援護者対応班
	施設滞在者の負傷者、不調を訴える人、高齢者・障がい者、

妊婦・乳幼児、外国人等の対応を行う。

	７
	情報収集・整理班
	・滞留情報や運行情報等を収集し、社外との連絡を行う。

・ホワイトボードや模造紙を活用し、社外情報や一時滞在施設の運営に係る状況等を記録／更新する。（情報集約により、統括の迅速な判断に繋がるサポートを行う）

	８
	情報提供班
	（情報収集・整理班からの情報にもとづき）施設滞在者に公共交通機関の運行情報、行政からの情報、地域のリスク情報、施設運営に関する情報、施設滞在者への依頼等の情報を継続的に適宜提供する。

	９
	保安役
	災害時の施設見回りや施設滞在者からの質問／相談を受ける役割（主に施設内部や周辺の案内、一時滞在施設利用案内に関する問い合わせ等の回答を行う）


＜役割検討に際しての留意事項＞

複数の役割を検討する際、社内要員（従業員等）でまかなう場合には相当数の役割分担が必要ですが、災害発生時には必ずしも所定の社内要員が在籍するとは限りません。

以下、留意すべき事項や対応の考え方等を参考に、自社内での役割検討を進めてください。

■（災害時に自社で立ち上がる）対策本部組織との役割の共有

　一時滞在施設での受入を行う本部（本書では「施設滞在者支援本部」と呼ぶ）を検討する際、自社では災害発生時に災害対策本部組織が設置されるケースが多く、「施設安全確認」「情報収集」等の機能や役割が既に明確化されている場合があります。災害時には様々な資源不足が予想されるため、可能な限り自社における役割や機能の重複を避け、役割を明確化しておくことが重要です。（次ページの体制表の例を参考に、自社内における施設滞在者支援本部と対策本部組織との役割を整理します。）

■グループ設定による作業負荷の平準化、取り纏め機能の分散

　想定される活動内容によって、各班に出る作業負荷のばらつきを踏まえた役割分担が考えられます。例として、いくつかの班を纏めたグループを設定することにより、こうした作業負荷を平準化し、また各グループで状況を取り纏めることによる統括の全体管理負荷を分散させることも考えられます。
　

【グループ設定（例）】
	グループ名
	班名

	情報管理グループ
	情報収集・整理班

	
	情報提供班

	施設運営グループ
	施設安全確認班

	
	衛生管理班

	
	保安役

	施設滞在者対応グループ
	滞留者受付・誘導班

	
	支援物資提供班

	
	負傷者対応、要援護者対応班


■継続的対応による引継ぎの発生

発生する災害規模により、滞留者の受入期間が数日間に及ぶことも十分考えられます。役割を検討する際には、担当者の引継ぎ、交替が発生すること（交代要員が必要であること）を考慮しましょう。

■ボランティアによる支援

例えば数百人規模の受入になると相応の運営要員が必要となり、社内要員のみで運営するのは困難です。災害時には「施設滞在者の中からボランティアを募る」という考え方にもとづき、施設運営要員を現場で確保することが重要です。

⇒ 施設滞在者はお客様ではありません。被災時での助け合いを前提とした状況下での運営を維持するため、健常者に対しては積極的に参加するよう呼びかけましょう。

⇒ 「一時滞在施設利用案内」には、ボランティアの依頼に関する確認項目を明記し、予め施設利用者に対して協力依頼の可能性がある※ことを明示しておきます。【別紙９：「一時滞在施設利用案内」 参照】
※「一体感を作る」「相互的な助け合いの関係を作る」「（ボランティアしない人へ）対応の差が出ないようにする」ためにも、積極的にボランティアをお願いすることが重要です。

⇒ 予めボランティア向け説明資料や（目印となる）ゼッケン等を用意しておきます。

■周辺事業者、地域組織との連携

　一時滞在施設の運用に際しては想定していなかった事象が多々起こることが予想されます。そうした不測の事態に備えるため、災害時において周辺事業者や地域組織（町会・自治会・協議会・隣接企業等）と連携しながら対応することが必要となります。

⇒ 別紙５：「社外連絡先一覧】を参考に、予め周辺事業者や地域組織の連絡先等を確認しておきましょう。

A.5.2　役割の明確化

受入や施設滞在者への各種支援活動に際しての役割を決定し、予め自組織の部門と担当者名を割り当てたものは、以下のとおりです。
　　　　

■施設滞在者支援活動時の体制表（例）
自社の施設滞在者支援本部の担当部署は以下の通りです。


【留意事項・注意事項】：（例）
・災害発生後の滞留者の受入の可否に関する会社の判断は、＊＊災害対策本部 本部長（もしくは代行者）が行うものとし、不在の場合には施設滞在者支援本部の統括が行うものとします。

・施設滞在者支援本部と＊＊災害対策本部が連携する役割については、予め対応方法や情報の連携・集約方法を明確化しておきます。

・災害時には社内でボランティアを募り、本取組に協力してもらうとともに、部門を超えて、人員を調達できるよう、災害時の役割について事前に明確化の上、該当部門への説明を行います。
Ｂ　運営計画

「運営計画」では、災害発生後に自施設にて対応しなければならない項目、考え方、ポイント等を記載しています。別紙１「一時滞在施設運営のためのチェックリスト＆実施記録」の内容と合わせて災害時の対応について整理しております。
B.1　施設の安全確認

地震等の広域災害が発生した場合、自社建物の被害状況を確認し、一時滞在施設として滞留者の受入可能の判断をする必要があります。別紙７：「施設被害確認シート」を活用し、調査項目に従って確認作業を進めます。


B.2　受入判断

①施設の被害状況を確認した後、②社外の滞留状況、③従業員（運営要員）や備蓄品等の状況を確認の上、総合的な情報にもとづき、滞留者の受入の可否を決定します。

（受入判断に際しては以下判断基準（例）を参考にします。）

＜対応実施条件＞

日本において地震等の災害が発生し、その災害に伴い、首都圏、東京都、港区の公共交通機関が長期間運行停止となり、多くの滞留者が発生している（もしくは多くの滞留者の発生が見込まれる）場合、施設受入に向けた活動を開始します。
※ 予め港区と協定を締結した事業者施設については、駅周辺で発生する滞留者の受入先候補となる可能性が高く、当該事業者については自主的な判断による施設の開放とせず、港区や駅周辺滞留者対策推進協議会との連携、確認の後、施設を開放する流れとなります。（以下、本資料では協定締結事業者に関する事項については★印で記載します）


＜受入対応開始の判断（例）＞
【★港区と協定を締結している場合】

① 別紙７：「施設被害確認シート」を活用し、自社施設の被害状況を確認します。
② 自社施設の使用が可能であった場合でかつ、港区または駅周辺滞留者対策推進協議会から要請があった場合には、一時滞在施設を開設します。
③ 発災から３時間経過後、港区または駅周辺滞留者対策推進協議会からの要請連絡が無い場合には、社外の状況から事業者が必要であると判断した場合、自らの判断で一時滞在施設を開設します。（施設開放後、連絡手段が使用可能となった段階で港区または駅周辺滞留者対策推進協議会に施設を開放した旨連絡します。）

【港区と協定を締結していない場合（例）】
①別紙７：「施設被害確認シート」を活用し、自社施設の被害状況を確認します。
② 自社施設の使用が可能であった場合でかつ、鉄道の運行状況や社外周辺の滞留状況から多くの滞留者が発生している（もしくは多くの滞留者の発生が見込まれる）場合、自社施設を一時滞在施設として開設します。
③ 連絡手段が使用可能となった段階で、港区または駅周辺滞留者対策推進協議会に施設を開放した旨連絡します。


＜帰宅の判断（例）＞
① 帰宅の判断は、施設滞在者自らの判断で行うものとし、原則、公的機関から帰宅可能判断の情報提供があるまで、施設管理者は帰宅を促す情報は発信しません。
② 施設管理者は、随時掲示板等を利用して公共交通機関の運行再開情報、道路の被害状況、帰宅ルート上のリスク情報などを提供するものとし、施設滞在者が帰宅する時期を自ら判断できるよう支援します。 


＜一時滞在施設を閉鎖する判断（例）＞
① 施設滞在者が少数（当初受入人数の約1割）となった段階で閉鎖を検討します。 
② 港区と協定を締結している施設の管理者は、残った施設滞在者の状況や意向を確認した上で港区に連絡し、他施設への移送方法を検討します。
③ 施設滞在者を帰宅させる際には、掲示板等で公共交通機関の運行再開情報、道路の被害状況などを随時提供し、施設滞在者が帰宅する時期を判断できるよう支援します。 
※ 滞留状況確認に際しては、メディアを通じて公共交通機関の運行状況や滞留者の発生状況を確認し、行政や港区から発信される情報についても参考とします。
※ 受入判断は体制表で定めた然るべき責任者が行います。
B.3　受入に向けた準備

社内で滞留者の受入が合意された後、受入に向けた各種準備を進めます。

B.3.1　従業員（運営要員）の招集、役割確認

●　災害発生時には、館内放送や各フロアへの声がけを行い、体制表や別紙で定めた一時滞在施設の運営に携わる所定のメンバーを招集の後、今後の活動を進めるに際しての役割や手順概要を確認します。
●　災害時、事前に定めた部門担当者（所定メンバー）が不在の場合、一時滞在施設運営に関わることができる社員を１箇所に集め、「その場で役割を決めて担当表を配布する」「役割毎の手順を口頭で確認する」等の方法で進めます。
　　

　
B.3.2　受付の設置

受付の設置は、想定する受入人数に応じて、机や椅子等のレイアウトと利用者の動線を検討し、滞留者による施設利用案内の同意書への記入をしますので、滞留や混雑が発生しないよう、下記記載例を参考に設置します。



■（記載例1）受付設置場所のレイアウト、利用者の動線






■（記載例2）受付設置場所のレイアウト、利用者の動線
※　別紙９：「一時滞在施設利用案内」は、留意事項に合意してもらう前提で氏名、住所、連絡先等を記載して頂く書式となっています。受付担当者は、事前に各帳票の趣旨、入退管理の必要性、入手する個人情報の目的と扱い、留意事項を把握するとともに、災害時には、滞留者に一時滞在施設利用案内や同意書の趣旨を十分に説明します。
B.3.3　入り口付近への看板の準備

受入準備が整った後、施設担当者は統括の指示にもとづき、建物の入口付近に一時滞在施設の施設利用案内（立札）を明示します。これは一時滞在施設を開設する際に施設の入口や施設内の目に触れる所に掲示する案内であり、施設が満員となった際に掲示する案内、施設が被害等の影響で使えなかった際に掲示する案内についても準備しておきます。（別紙10：「施設利用案内」参照）
B.4　受入の実施

● 準備が整い次第、受入（受付）を開始します。
● 受付担当者は滞留者に別紙９：「一時滞在施設利用案内」を配布し、拡声器等を利用して施設利用時の留意事項を大きな声で繰り返し説明します。その際、（各地の混乱を防止することを目的に）なるべく各人が帰宅行動を控え、安全が確認されるまでは本施設に留まるよう強調します。
● 前記の受付レイアウトに沿って、同意書への記入をした後に、入場可能になる旨も説明し、混乱の防止に努めます。
● 施設担当者は受入人数、各滞在者の状況を逐次確認し、誘導作業に移行します。（受付部分で調整し、なし崩し的ななだれ込みの発生を回避します）
● 一時滞在施設利用案内（同意書）を回収する際には、受付担当者は「入所日時」を記載し、併せて滞留者の負傷状態や保有スキル等の確認を行います。

· 回収した同意書内容は別途、別紙８：「施設滞在者名簿」に集約します。集約は個人情報を扱うため、人選の基準も必要となります。

B.5　支援物資について

B.5.1　支援物資の配布

● 支援物資提供班は災害発生時点での備蓄状況に基づき、（大まかに予想される）一時滞在施設の開設期間を踏まえて配分数を検討します。
● 体制が整い次第、順次物資を配布します。
● 配布は施設滞在者に「受付時に渡す」「所定の位置に直接取りに来てもらう」「倉庫からの物資の分配において支援してもらう」等の方法が考えられますが、ボランティアの活用を含めた現在の運営要員数、レイアウト等状況に応じ混乱の少ない配布方法を採用するようにします。
● 備蓄品を個別に配付するのが難しい場合には、物資配布用のスペースを設置します。設置場所は、物資の受け取りに混雑が予想されるため、施設滞在者の通行等の妨げにならないエリアに設置することが望まれます。（大規模地震に際してはエレベーターの使用が考えにくく、なるべく備蓄品が格納されている倉庫に近い場所とするのが望まれます）
●　災害時には帰宅の見通し（明日になるか、4日後になるか）が分からず、なるべく小出しにして配布するようにします。
●  施設運営者は配付漏れや二重配付等が起こらないように管理する必要があります。支援物資提供班は物資を配付した際には、施設滞在者が保有する別紙９：「一時滞在施設利用案内」の補足事項欄に記載の「物資受け取りに関するチェック欄」にチェックを入れる、スタンプを押す等の運用を検討します。



· 物資配付に際しては物資が公平に行き渡るよう配慮するとともに、払い出した物資は適宜、在庫数を把握し、最新状況を管理します。
· 物資配布では行列ができる可能性があるため、必要に応じブロックごとに配布する等の対応を行います。
· 物資を取りに来る際の貴重品は肌身離さず持参するようアナンスしておきましょう。
· なるべく事前に「袋詰めしておく」「並べておく」等準備し、配布場所での混乱が起きないように準備します。

●　実際には「水を多めに欲しい」「物資受取表をなくした」「（物資受取で席を離れた隙に）財布が盗まれた」等、施設滞在者から様々な質問や要請等が想定されます。施設滞在者は瞬時に適切な対応を行えるよう、普段からこうした状況を想定しておきます。

B.5.2　ゴミの回収方法

● ゴミの回収方法については、衛生環境等に配慮し、滞在スペースの外にゴミ箱を設置し、各自で廃棄するよう周知します。
● ゴミ箱の設置場所は、入口付近及びトイレ付近に設置し、定期的にアナウンスを実施するとともに、情報掲示板等を活用して周知を図ります。
　　
B.6　情報収集・提供

社外の情報収集や施設滞在者への情報提供方法について記載します。

B.6.1　情報収集

（1）必要な情報の整理
　　　　　一時滞在施設の受入から閉鎖までの対応において、社外から入手しなければならない主な情報は以下表の内容が考えられます。災害時には、できる限り情報の収集を実施します。

　　

【状況別 支援活動に必要な情報】（例）
	状況
	情報の種別
	情報の内容

	受入

（受入の判断に繋がる情報）
	災害情報
	脅威の種別、災害の規模

	
	被災状況
	・建屋ならびに隣接（周辺）地域の被害状況

・社員（本部員メンバー）の被災状況、

・電気、ガス、水道、通信の状況

・エレベーター、トイレ、階段等設備被害

	
	広域ライフライン情報
	電気、ガス、水道、通信の状況

	
	鉄道や道路の状況
	公共交通機関の運行状況・復旧見込み、道路情報、滞留状況

	
	地域情報
	周辺地域被害の情報、帰宅に係るリスクや影響の情報

	受入後

（施設滞在者支援に係る情報）
	施設運営に関する基本情報
	運営担当者、施設滞在者、ボランティア等人数、役割別進捗、課題等

	
	広域ライフライン情報
	電気、ガス、水道、通信の復旧状況

	
	地域での連携情報
	自治体、行政、地域防災組織との連携情報（炊き出し、物資配付、給水、特設救護所設置等の情報）

	帰宅支援時

（帰宅を判断するための情報）
	ライフライン情報
	電気、ガス、水道、通信の復旧状況

	
	鉄道や道路の復旧状況
	公共交通機関の運行状況・再開見込み、（方面別道路の通行可否

	
	地域情報
	周辺地域被害の情報、帰宅途中のリスクや影響の情報、帰宅支援ステーションの設置状況等

	共通
	行政から発信される情報
	内閣府、東京都、自治体から発信される受入施設に係る情報、帰宅支援情報等


　　（2）社内通信インフラの確認

● 社内で使用できる通信インフラを確認し、災害時における設置場所、取り扱い方法等を明確化します。メディア情報の入手に関しては、災害時に.は通信が繋がりにくいことを想定し、「ラジオ」「テレビ」「ＷＥＢ」「ソーシャルネットワークサービス（ＳＮＳ）」等の複数手段を検討しておきます。


　　　　（記載例）
・社内で使用できる通信インフラについては、●●と●●になります。

　　　　　・平時は●●に両方とも設置してあります。

· 一時滞在施設内での設置場所については、●●（図面のとおり）になります。
（別紙４：「提供可能施設・インフラ一覧表」に追記しておきます）

※　災害時の情報入手方法
災害時には、テレビやWEBによる情報入手が困難になる可能性が考えられるため、災害時に比較的繋がり易いと言われているラジオを準備しておきます。

その他、テレビやラジオ局等のメディア事業者では、災害時（停電時や通信輻輳時）に建屋前で掲示板やモニタ等により適時情報を発信する可能性が高く、周辺地域でこうした事業者が存在する場合には、災害時の情報入手先として考慮しておきましょう。
（3）本部内での情報連携方法

　　　 　各種情報の段階的な変遷に関し、本部内では問題や不測の事態が発生した際の報告の他、定期的に各グループ・各班の活動状況を、統括責任者と情報管理グループへ報告するように周知・徹底します。

· 各グループ・各班の進捗状況や稼働状況等を把握し、保有している資源の配分やボランティアの再配置等の参考情報とします。
· 滞在者の状況記録や各班の要請等に際しては別紙１３：「連絡票・相談受付票」を活用します。

（4）港区との連携による情報の入手と報告する際の留意事項

　　　　■ 港区への連絡方法

● 各地区総合支所の所在地、連絡先の把握


災害時の電話・徒歩等の手段を通じた情報連絡／共有については、別紙５：「社外連絡先一覧」の通りとなります。

● 各地域で設置している連絡ツール等について

区で事前に登録している情報連絡ツールは以下の通りです。
　　　　　　◆ 港区HP・・・地域の災害情報や区の動向等の把握

　　　　　　◆ 防災情報メール・・・事業者向けの地域の防災情報の取得


※ 港区ではＨＰ、ツイッター、フェイスブック、事業者向け防災情報メール等で情報を提供しております。事前にＵＲＬや連絡先等を登録しておきましょう。

B.6.2　施設滞在者への情報提供

　　　下記表のとおり、施設滞在者への情報提供を行います。

　　　　　　（例）
	担当班
	提供場所
	提供情報
	時期

	情報提供班
	滞在施設内ＴＶ
	ＮＨＫ情報
	随時


【情報提供に際しての方法、留意事項】

●滞留者への情報提供に際しては、予め「誰が」「どこに」「何の情報を」「どのタイミングで」を明確にしておく必要があります。

●（災害時の滞留者の心情を意識し）例えば滞留者への説明はゆっくりと簡潔に行うとともに、ポイントの語句は区切って強弱を付けて明瞭に発信することが重要です。

●専門用語や横文字も、平易な表現に直して発信することが重要です。

●施設滞在者への情報提供は逐次実施されることが望ましく、ホワイトボード等に記載する情報更新のタイミングを検討しておきましょう。なお、テレビやラジオ（スピーカー使用）が使用できる場合には、情報を提供するスペースにテレビやラジオ等のメディアを設置し、常時流しておくことも有効な対策となります。

●定期的な情報提供に関しては予め情報を提供するスペースを決定の上、例えばホワイトボード等のツールを活用して入手した情報をカテゴリ別に、（収集した情報が以前と変わりなくとも）必ず情報を入手、確認した時間を更新するようにします。

→ これは「（運営担当が継続的に）情報を追跡している」「世の中で情報更新されていない」ことを明示することであり、施設滞在者へ安心を与えることとなります。

●施設滞在者が自主判断で帰宅を希望する場合には、本部で把握できている最新の運行情報や被害情報等を伝えた上で、「（社外状況に応じ」帰宅することにより混乱に巻き込まれる可能性がある点」「施設運営側に責任はない点」に同意※してもらった上で退所して頂きます。　

※ P24【途中退所の際の留意事項】、別紙９：「（中途）退所届」参照

B.7　その他

その他、施設滞在者への支援活動時における留意事項（考え方やポイント）を整理し、記載しています。運営上必要となった場合に各項を参照ください。

B.7.1　災害時要援護者への対応

施設滞在者には、災害時要援護者（高齢者、障がい者、乳幼児、妊婦、外国人等）が含まれている可能性があります。災害時にはこうした要援護者の立場を十分に想定した上で声掛けや対応姿勢に留意するとともに、事前に次の措置を講じておくことが必要です。

	対象者
	具体的な対策等

	高齢者・障がい者
	トイレや水道施設の近くに待機スペースを設けるとともに、動線を確保し、移動しやすい場所に配置します。また、他の滞在者と別に、休憩区間を設ける。情報伝達などが隔離しないよう配慮します。

	妊婦・乳幼児
	授乳室や女性のための更衣室の確保、仮設トイレなど、女性に配慮した区間設定に努めます。また、乳幼児のためになるべく外気が入り込まず湿度・温度が安定した場所が望ましいとともに、泣き声による親、他の滞在者の心的ストレスを軽減するため、他の滞在者から隔離された場所が望ましく、その他、施設の計画や運営時に女性を積極的に配置します。

	外国人
	誘導の案内や情報提供について配慮する。英語、中国語等の誘導案内板による対応も検討します。


· 災害時要援護者等への対応や女性への配慮については「都立施設を活用した一時滞在施設の 運営マニュアル（東京都）」を参照願います。
※　災害時における負傷者への対応について
災害時の救急・消防等の公的支援が受けられない状況下での重傷者への対応については、救命手当を最優先しなければならず、複数の重傷者が発生した場合には、負傷の程度により優先順位を付け、重篤な患者から優先して応急手当することが必要です。
もし、応急手当を社内従業員で対応する場合には、事前に応急手当の知識と技術を習得した担当者で行うものとし、（負傷者の容態に関して）医療専門家による処置が必要だと判断した場合には、最寄りの医療機関や特設救護所等に搬送することも視野に含めて検討します。　　　　

⇒ 予め、別紙５：「社外連絡先一覧」に最寄りの医療機関の連絡先や住所等を記載しておきましょう。
注 ： 搬送に際しては病院までのルートにおけるリスク確認を行うと共に、（負傷者の症状に依りますが）「現在以上に症状を悪化させないよう」不用意に頭部を動かさない等、細心の注意を払って対応する必要があります。

B.7.2　相談窓口の設置

施設滞在者から挙げられる各種質問や要請等を受け付ける相談窓口を設置し、各種衛生活動に関する質問や要請等を受け付けます。（扱う事案ごとに、窓口を分けるなどの工夫が必要です。）

● 相談窓口は分かり易い場所に設置（案内版を表示）するとともに、設置後場所、対応可能な時間帯等をアナウンスします。

● 施設滞在者からの各種問い合わせ等については別紙１３：「連絡票・相談受付票」に記録・整理の上、状況に応じて段階的に必要性等を判断しながら対応します。
※　相談窓口で行列ができてしまう場合
施設滞在者へ情報が提供されていない状況では、こうした窓口での問い合わせが殺到し、結果、個別対応により運営効率が低下することが懸念されます。

施設管理者はなるべく「一斉に情報提供する仕組みを採用する」「問い合わせが多かった内容について共有する」等の対応を心がけましょう。
B.7.3　保健衛生活動

施設管理者は、施設で生活を送る施設滞在者の健康管理に留意します。

施設滞在者の属性（負傷者、要援護者等）に留意して別紙１１：「保健衛生チェックリスト」を参照の上、施設状況に応じた各種衛生活動を実施します。

B.7.4 し尿処理・ゴミ処理

● トイレの場所や使用方法については掲示物や施設利用ルールに明記の上、施設滞在者にアナウンスします。

● 断水で施設内トイレが使えない場合は、使い捨て携帯トイレ等の使用を検討します。

● 使用済み携帯トイレの廃棄については、トイレ内に専用の集積場所（小）を設けるとともに、施設内全ての使用済み携帯トイレを集積する場所（大）を１箇所設けておきます。

● 回収場所、回収時間等については港区に連絡して確認します。（災害時の状況によりますが、首都直下地震等の災害が発生した場合には、早くても４日目以降の回収となります）

● 災害時に発生する瓦礫や破損物の置き場につき、早い段階で置き場を検討しましょう。

B.7.5　水道状況の確認・供給

大規模災害時には地域一帯で断水する可能性が考えられます。災害時に地域の給水拠点に水をとりに行くといったことも想定できますが、災害時に大量の水を運ぶ行動は危険が伴うものであり、地域ではなるべく留まるといった考え方が中心である中での行動は控える必要があることから、水道の確保の方法については、事前にペットボトル等の備蓄を想定した対策を検討します。
B.7.6　セキュリティ・警備体制の構築

施設管理者は事前に立入禁止の表示を行うなど、施設内・事務所内にある商品・物品や重要情報を適切に管理する体制の整備を行います。また、保安役によるパトロールを実施する等、帰宅困難者を受け入れた際のトラブル防止（盗難等）の体制の整備もあわせて行います。
社員と施設滞在者の共用スペースが発生する場合：社員との差異を明確化させるため、受付時に施設滞在者へストラップやバッジ等を提供し、施設内での着用を依頼します。
B.7.7　人数管理

施設管理者は毎日施設所在人数をカウントし、人数に変動がないかをチェックします。
人数が多い場合には別紙８：「施設滞在者名簿」（記入済）を活用してグループを指定の上、取り纏め役を任命する等の対応を行う方法も考えられます。

B.7.8　問題発生時の対応

支援活動を行う際に想定される問題とそれらの対処方法（考え方）を記載します。

■ 予想以上に滞留者が施設に集まってしまった場合

施設受入を表明した直後、大量の滞留者が押し寄せる可能性があります。施設管理者は予め受入可能な許容人数を把握しておくとともに、受付で受入人数を正確にカウントしてコントロールすることが重要です。
なお、受入予定人数に達した場合には、これ以上の施設受入ができないことを明確に表明し、丁重にお断りすることとなります。（各施設管理者は社内従業員ならびに施設滞在者の安全を守る義務があり、その観点から受入を断ることが可能です）

■ 余震等により二次災害が発生した場合

施設への受入発生後、大きな余震が発生した場合には、施設滞在者の安全を第一に考慮し、適切な行動を行います。災害の規模によっては施設外への避難も考慮に入れ、その場に留まれるか否かの判断を再度行います。

■ 運営担当に挙げられる各種要請時への対応について

施設滞在中、施設滞在者から挙げられる「暑い」「寒い」「汚い」「痛い」等の声への捉え方や対応は各運営担当者により異なります。こうした担当者による対応のばらつきがトラブルに発展する可能性があるため、保安役や相談窓口担当の運営担当者は予め（1）当該施設が共助による支援で運営されている事、（2）運営側が弱者を守る姿勢を表す（周囲に理解を得る）事、（3）トラブルになる前に早めの対応を行うといった姿勢で臨むことを、担当者同士で確認しておきましょう。

■ 飲酒、口論、盗難、奪い合い等のトラブル発生時

なるべくこうした事態が起きないよう、「受入時の事前説明を行う」「相談窓口を設置して事前に問題や要請を吸い上げる」「運営側担当により定期的な見回りを行う」等の対応でトラブルを未然に防ぐことが重要です。
仮にこうしたトラブルが発生した場合には、施設からの退去をお願いすることになりますが、それでもトラブルが収束しない場合は、警察や港区に連絡するものとし、災害直後には周辺事業者や地域組織と連携しながら対応しましょう。

B.8　混乱収拾後の帰宅の支援

地域で混乱が収拾した後、施設滞在者の帰宅に向けて帰宅支援を行う必要があります。

【帰宅支援に際しての留意事項】

● 帰宅判断は施設滞在者自らの判断で行うものとし、施設管理者は、公的機関が帰宅することが可能な状態となったという判断がされるまでは、帰宅を促す情報は発信しません。

● 施設管理者は、随時掲示板等を利用して公共交通機関の運行再開情報、道路の被害状況、帰宅ルート上のリスク情報などを提供するものとします。 

● 施設管理者はなるべく帰宅支援対象道路を活用した方面別集団帰宅や時差帰宅を推奨し、必要に応じ方面別集団帰宅を支援し、方面別のリスク情報、渋滞や混雑状況等を収集・提供するようにします。

※ 方面別グループ分けに際しては集計した別紙８：「施設滞在者名簿」を活用し、各施設滞在者の住所情報から各方面帰宅する人数を推測し、時差帰宅の決定や誘導等作業等の参考とします。
● 災害から一定時間の経過の後、各地で帰宅に際して水、トイレ、地図案内等の支援を受けられる帰宅支援ステーションが設置される見通しです。施設管理者は、行政や各自治体からこうした施設の開設状況等に係る情報を入手し、施設滞在者に提供するように心がけましょう。
※　施設滞在者へ提供する情報について
帰宅の判断は施設滞在者の自己責任を原則とするため、世の中の情報が一切入手できない場合、施設側から提供する情報は重要な判断材料となるので、細心の注意が必要です。

情報発信に際しては出展元や時間等を明確にし、曖昧な情報は提供せず（提供しなければならない時には、曖昧であることを付し）、帰宅に際しては事件・事故等のリスクに巻き込まれる可能性がある事を説明します。
情報発信には然るべき責任者の了承を以って情報発信するよう心がけましょう。
【帰宅時期】

港区からの指示によります。

※ 東京都では3日程度の備蓄を用意するよう呼びかけていますが、道路の安全などが確保され、二次災害の恐れがない場合には、3日を待たずして帰宅行動をとることが可能とされています。

※ 災害規模によっては施設の滞在期間が3日以上となる可能性もあり、道路の安全などが確保されず、二次災害の恐れが高い場合には、なるべく施設の開設を継続するよう努めます。

【途中退所の際の留意事項】

地域の被害状況によっては施設に留まるよう説得が必要なケースも考えられますが、原則的に施設管理者が施設滞在者の意思に反して滞留を強制するのは不可能です。

施設滞在者が退所を希望する際には、（把握できている最新の被害情報や運行情報等を通知の上、）別紙９：「（中途）退所届」に退出の理由・目的地・退所時間を記載の上、書類を回収し、別紙８：「施設滞在者名簿」に記録しておきます。

· 退所する本人が行方不明となってしまう可能性もあり、捜索の手がかりとなるよう記録を残します。
※　退所届を自ら記入させる目的
別紙９：「（中途）退所届」に退所に関して自署させる理由としては、施設滞在者が自らの意思で退所したことを裏付ける証明書類を確保し、事業者が法的に訴えられるリスクを回避するとともに、仮に退所後、行方不明になった際の証跡として記録を残しているためです。

Ｃ 平時からの取り組み事項

本項では、災害時の施設滞在者支援活動の実効性を更に高めるための、平時に取り組むべき事項、準備項目等を記載しています。

C.1　平時からの施設の安全確保

施設管理者は地震等災害時に想定される什器や備品等の転倒、落下、移動によるリスクを回避すべく、施設内の安全点検を徹底して実施しましょう。（別紙１２：「施設内事前確認のためのチェックリスト」参照）
C.2　通信手段の確保、インフラの整備

● 外部と連絡を取るために必要となる電話、インターネット等の整備

災害時には電話やメール等、平時に使用している通信が使用できない可能性が十分に考えられます。比較的災害時に繋がり易いと言われているPHSや衛星携帯電話等の通信ツールも候補とし、複数連絡手段を準備します。

● 運営の際必要となるツールの確保
受入に際しては少数の運営メンバーによる多数の施設滞在者への支援が必要となるため、一斉アナウンスを行う拡声器や運営メンバー同士で迅速な意思疎通を行うトランシーバー等のツール類を準備しておくことが必要です。

● 機器等の平時の保管場所、災害時の設置場所の明記と共有

いざという時のために、準備している機器類については平時の保管場所、ならびに災害時の設置場所を明記しておきます。予め別紙４：「提供可能施設・インフラ一覧表」で平時の格納場所と災害時の設置場所を明記し、定期的に関係者で共有しておくことが重要です。

● 施設滞在者が自ら情報入手できる環境の整備

インターネットが使用できる（通信が生きている）環境においては、施設滞在者自らで保有するスマートフォンやタブレット等のツールにより情報入手することが予想されます。　
　受入対応時には運営側の人的資源が少ないことも予想されるため、なるべく各人による継続的な情報収集が可能な環境や仕組みを検討しておくことが重要です。例えば災害時に誰でも使用できるＷｉＦｉ等通信環境を整備する、テレビやラジオ等メディアを特定の場所に常時流す、充電できるツール（充電器類）を準備する、非常用電源設備（ガソリン燃料やガス缶による発電機）を準備する等の対応が考えられます。

C.3　安否確認に関する対応

● 現在使用できるインフラ、通信状況等の説明

大災害等が発生した場合、電力供給設備・通信設備の損傷や通信網の断絶が発生する可能性がある一方、緊急連絡などの通信需要は大幅に上昇します。こうしたことから、これまでの災害時でも、ご家族等の安否確認をしようとしても、一般電話や携帯電話は、非常につながりにくい状態となります。

施設運営側は、予め施設滞在者が自ら情報入手できる環境を整備するよう努めるとともに、災害時には、収拾した情報にもとづいて現在使用できるインフラに関する情報を施設滞在者に提供し、音声によるメッセージの一時預かりや、携帯電話の機能を活用した伝言板サービス、インターネットを活用したメッセージ提供、公衆電話の設置場所など、各種サービスや連絡手段を活用し、自ら安否確認を行ってもらうよう説明します。

＜ご参考＞ 防災首都圏ネット 九都県市首脳会議 防災・危機管理対策委員会

家族への連絡（災害用伝言サービス）参照

＜ご参考＞NTT東日本 

公衆電話インフォメーション 公衆電話 設置場所検索 参照

C.4　記録帳票の整備

● 別紙の活用

別紙は主に災害時での活用を想定しており、活動内容を確認・記録するためのチェック欄や備考欄を設けています。災害時、施設運営者はなるべく別紙を活用の上、施設受入に関する進捗状況や不測の事態が発生した際の対応等に関して記録を行い、対応後の反省材料としましょう。

● 資料の更新

組織変更等により体制や担当者が変更になった際、組織担当者は引継ぎを行なうとともに、変更した内容について危機管理室に連絡するようにします。
C.5　社員への周知、訓練による確認 

（1）自施設への受入に関する社内への事前説明 

滞留者の受入に際しては多くの社内要員の協力が必要となります。こうした取組を行う可能性があることを事前に説明・普及しておくとともに、事前に災害時の役割分担等を明確化しておくことが重要です。

（2）自衛消防訓練にあわせた実働訓練 

施設管理者は、地震を想定した自衛消防訓練等にあわせて一時滞在施設の開設に関する訓練を年１回以上定期的に実施し、関係者と滞留者の受入れに際しての役割や手順等を確認します。 

訓練の想定としては、障がい者・妊婦の受入れや受入れ予定人数超過後の災害時要援護者の受入れの判断と対応等、様々なケースを踏まえ訓練を実施します。（訓練実施後に反省会や振返り等を実施し、課題への対応策を検討の上、手順修正や備品準備等対策に繋げます。）

（3）駅周辺滞留者対策訓練等自治体主催の訓練への積極的参加

受入活動に係る担当者は駅周辺滞留者対策訓練等、港区や地域で主催する大規模人数によるシミュレーション訓練に積極的に参加し、大規模人数によるシミュレーション訓練での課題などを、施設運営マニュアルの更新に役立ててください。

C.6　協議会等組織への参画と連携

港区は、「地域は地域で守る」という「自助」「共助」を中心とした滞留者対策に基づき、事業者等が主体となった帰宅困難者対策を推進する組織（協議会）づくりを行っています。

各協議会では、駅周辺の混乱防止を目的とした地域の特性を踏まえたルール策定、訓練実施、普及啓発に向けたイベント等を推進しており、災害時に各地で発生する滞留者への活動を主体的に支援するリーダー的な役割（滞留者支援要員）を担うべく、各事業者を中心として検討が進められています。

＜ご参考 区内帰宅困難者対策推進団体について＞（2014年7月現在）

	No.
	団体名

	1
	田町駅周辺滞留者

対策推進協議会

	2
	新橋駅周辺滞留者

対策推進協議会

	3
	浜松町駅周辺滞留者

対策推進協議会

	4
	白金高輪駅周辺滞留者

対策推進協議会

	5
	麻布地区事業所防災
ネットワーク会議

	6
	乃木坂防災協議会

	7
	青山通り防災協議会

	8
	台場防災連絡会

	9
	品川駅周辺滞留者

対策推進協議会



C.7　港区との協定の締結の検討

● 港区では、東日本大震災時の帰宅困難者による地域での混乱を受け、平成23年に港区防災対策基本条例を制定しています。この条例では事業者の責務や帰宅困難者対策について明記されており、港区ではこの条例に基づき、民間事業者と災害時の帰宅困難者対策への協力について協力協定※の締結を推進しています。（平成26年2月日現在、42事業者と締結）※ 協定の主な協力内容：一時滞在施設の提供、飲料水・食料等の提供、誘導等に関わるマンパワーの提供 等
● 協定の締結により、災害時に自社社員等以外の帰宅困難者に提供した物資等の費用につき、区で一部補填を行うなどのメリットがあるため、滞留者受入の検討に際しては、協力協定の締結について検討しましょう。（協定内容詳細等につきましては下記お問い合わせ先にご連絡頂きますよう、宜しくお願いいたします）

【お問い合わせ先】

　　港区 防災危機管理室防災課 地域防災支援係  ℡ 03-3578-2111（代表）



C.8　本書の取扱い



（例）
・本マニュアルは×××× ◆◆◆◆ ○○部門にて扱うものとし、○○部門では「本書内容の更新」「組織変更があった際の変更」「版数管理」「対応力の向上のための訓練の企画立案」等を行うものとします。

・別紙帳票類は個人情報が含まれるため、保管・運用の際には情報漏洩等に注意し、厳重な管理を行うものとします。
本マニュアル編（および別紙）では、「＊＊＊＊」「◆◆◆◆」部分を自社個別情報に置き換えて活用することを想定しています。


詳細は「作成ガイド編」P3「はじめに ～本書の使い方～」を参照願います。





目次の更新作業（各目次項目名とページ数を最新の状況に更新します）


マニュアル修正の後、（1）上記目次（どこでも可）にカーソルを合わせ、右クリック押下で「フィールド更新」を選択。（2）「目次の更新」ウィンドウの「目次を全て更新する」を押下します。 ※ 目次更新方法の詳細につきましては、Microsoft Word のヘルプで「目次・更新・作成」等で検索願います。





● 施設管理者はこのチェックリストに則り、【受入体制】【運営計画】【平時からの準備】の観点で検討、推進し、作成したチェックリストは予め施設内関係者で確認、共有して下さい。


● 検討に際しては別紙の帳票類と組み合わせて確認し、必要な事項を決めてくださ　　　い。


● 本書で登場する吹き出し等の凡例については、作成ガイド編、P2 「1.3　本書で登場する補足事項」を参照ください。





「マニュアル編」の構成





本 文 ： マニュアルの構成上必要なもの。記載をするべき内容。


　　　　 カスタマイズする際も修正／削除は最小限とするもの。





 　 （吹き出し）： マニュアルを作成する上でのヒントや補足説明事項。


　　　 　　　　　 マニュアルを使用した訓練で得られた情報等。





 ： 記載例。各社の状況に合わせて修正／削除が必要となるもの。 


　　　　　※ 特に修正等が必要な部分については、マニュアル中にコメントを付しています。














（例）





上記の文章中「＊＊＊＊」部分には、貴社名ならびにビル名等を、「◆◆◆◆」には支社・営業所等の名称を、「△△△△」テナント事業者のうち協力していただける事業者名をご記入ください。





注）　本書は東京都港区において作成されたものです。港区以外に住所を置く事業者の場合は、自ら該当する区市町村、道府県等に置き換えてください（以下、「港区」（二重線部分）の記載は同様の取り扱いをしてください）。





以下の記載例に則り、受入場所レイアウトや留意事項・注意事項等を明確化させます。


※ 各社の状況に合わせ、特に修正が必要な部分です。





【レイアウト１（例）】





自由入力欄





運営組織使用区域（備蓄倉庫有）





要援護者用区域





受入者用区域





【インフラ設置場所】


トイレ


電話


情報機器





▲





■





◎





▲





■





受付設置場所





受付後の一時待機場所





【レイアウト２（例）】





自社における（受入後の）施設滞在者への支援活動を想定し、備蓄スペースや提供可能な（事前に準備が必要な）備蓄品等を検討します。





別紙３は、支援活動におけるツール、施設滞在者へ配布する備蓄品の例を記載しています。この帳票を参考に、自社で準備／購入するツールや備蓄品を検討して下さい。なお、備蓄品の購入に際しては、以下観点を踏まえて検討して下さい。


●備蓄品の賞味期限切れによる更新機会が発生する点


●担当者による備蓄品の賞味期限管理が発生する点








別紙４は、一般的に建屋に備わっていると考えられる例を記載しております。別紙4を参考に、事前に活用できる電話やトイレ等の施設内のインフラを整理し、自施設で可能な支援活動項目を検討する材料とします。











社内で準備を進める際には土日、祝日、夜間等の様々なケースを踏まえて検討し、予め関係者で受入対応を行う時間帯についてのルールを明確化しておきましょう。以下例を参考に、自社における対応基準として定めてください。








※ 各社の状況に合わせ、特に修正が必要な部分です。





※ グループ設定の有無については自社で検討して下さい。








訓練で得られた情報（実際に動いてみて作業負荷が高いと思われる作業）


【滞留者受入前】


区域の設定（張紙や案内の準備、貼付）


受付準備及び同意書回収、チェック、誘導、集計


【滞留者受入後（ボランティアの活用が可能な活動）】


物資配布（飲食料の配布時）　


２日目以降の衛生管理業務


施設退所時の受付準備および退所届の回収時のチェック、誘導 等








以下例を参考に体制表を作成し、必要に応じて詳細な役割について別紙として整理します。


※ 各社の状況に合わせ、特に修正が必要な部分です。











＊＊災害対策本部





本部長


＊＊ ＊＊











施設滞在者支援本部





統括


＊＊＊部





安否確認班


＊＊＊＊部








事務局


＊＊＊＊部





広報班


＊＊＊＊部





施設安全確認班





顧客対応班


＊＊＊＊部





情報収集・整理班





取引先対応


＊＊＊＊部





救護班


＊＊＊＊部





情報提供班


＊＊＊＊部


・対策本部�組織と連携


（施設滞在者による運営支援）





滞留者受付・誘導班


＊＊＊＊部





支援物資提供班　＊＊部


（施設滞在者による運営支援）





衛生管理班


＊＊＊＊部





保安役


＊＊部





● 別紙７は、行政※から公表されている帳票であり、各事業者では自らの施設で使い易い体裁に変更して活用することが望まれます。


● 本帳票の「点検項目」「点検内容」「該当する場合の対処・応急対応等」を参考とし、なるべくフロア階数など危険注意場所が書き込める（極力文字記入だけではなく番号を丸印選択や（　）階、（方位：　）などで工夫する）体裁とします。


 ※ 平成24年9月10日 首都直下地震帰宅困難者等対策協議会





混乱が生じたり、設備に故障が出て館内放送が使用不可の場合を考えた召集の基準を予め定めておく必要があります。











自社の対象となる受入場所の詳細なレイアウトを貼付し、レイアウトや利用者の動線を検討したうえで、関係者が施設の詳細な内容を共有できるようにします。





自由入力欄











受付














受付前の待機場所


（整列）


※待機時に一時滞在施設利用案内を配布





1列





1列








正面入口











受付後の一時待機場所








受付





1列





受付











受付設置場所の机配置レイアウト











記入机





記入机





記入机





記入机





記入机





記入机





記入机





記入机





滞留者の流れ





受付設置場所





受付机





受付机























受付机





受付机















































施設運営担当





施設運営担当





施設運営担当





施設運営担当





滞留者





自由入力欄





訓練で得られた情報（受付時での留意事項）


●混乱するもしないも、記入台～受付までの誘導係にすべて委ねられていると感じた。


●アナウンス（声）が小さく誘導が曖昧だと、受付からパニックが生じるかもしれないと感じた。


●案内を配布する旨のアナウンスは声が小さく、内容がほとんど聞き取りにくかった。看板やアナウンスする方が高い位置に掲示するのが良い。


●実際の場面で人手が不足している場合は、手渡しでなくともよいと思う。但し、重要ポイントは口頭説明が必要と思う。


●（滞留者としては）同意書サインの段階で制約内容を読み込む必要があり、実際の場面では時間を要すことになると感じた。


●説明文を少なくとも２回は、読むべきと思う。（何度も繰り返すのが重要）








【一時滞在施設　物資受取表】


　1回目物資 ： □ 提供済み


　2回目物資 ： □ 提供済み


　3回目物資 ： □ 提供済み





物資受け取りに関する


チェック欄（例）





ゴミについては、施設滞在者が持ち帰ることを原則としますが、比較的大きな施設や滞在日数によっては施設内でのゴミの廃棄方法を講じておくことが必要となります。


※ 設置場所に関しては、各フロアで施設滞在者が利用しやすいスペース、ゴミが発生する可能性が高い場所に設置することが望まれます。








社内で予め施設滞在者支援活動時に必要な情報を整理し、入手先や入手方法等検討しておきましょう。





訓練で得られた情報（情報整理）


●本部では最新の情報を順次ホワイトボード等にて、一元管理することが重要


　●被害情報だけでなく、各スタッフがわかるよう、「受入決定」「解除」など重要な方針や決定事項は大きく明示する工夫がほしい。


●統括への報告と統括からの指示は、口頭ベースで終わらず書き残すべき。出し放しで、事後確認を忘れやすくなる。


●どのグループの何の業務に人出が足りないか、それを把握しておくこと。


（ボランティアの活用方法の検討に役立つ）


●訓練では別紙３：「連絡票・相談受付票」を一次受付者から2次対応者へメモを回付して確実に伝えることができるなど、帳票のメリットを実感した。








※ 港区以外の事業者の場合：当該地区の自治体との連携方法を確認してください








訓練で得られた情報（情報提供）


●最初が肝心。明瞭かつ分かりやすく、聞きやすい話し言葉で語りかけることがのぞましい。（リーダーシップの明示）


●少し手間取った感があり、非常時には不安を増長してしまう可能性があると感じた。


●（施設運営員がアナウンスする際には）挙手をして、注目させた方が良いかもしれません。


●情報発信は予め原稿を用意し、1年ごとの訓練や見直しの際に、自社で見直しておくことが必要だと思います。


●（訓練だったからかもしれませんが）内容がざっくりしていたので、もっと具体的に場所/箇所の説明をした方が良い。（例：避難所を出て左通路を進んだ先の壁が崩落している等）


●案内説明を２回以上説明したほうがよい。


●テレビやラジオは初期の段階から設置し、早期から情報を提供した方が良い。


●メガホンの使い方が下手で大きな音声が出ていない。また話す人もおどおどし　ていて、声も小さく、聞き取りにくかった。


●伝えたいポイント部分は強く発音すること。語尾の「です」のみが強かった。


●難しいとは思いますが、滞留者としては自宅や職場の状況が知りたいので、埼玉・千葉・神奈川・都下市部の情報も伝えていただけるとありがたいです。


●この情報で行動が左右される為、判断材料として情報発信源を明確にする必要がある。








訓練で得られた情報（災害時要援護者対応）


●窓口に女性がいる方が話しやすいと感じます。男性が窓口の場合、妊婦さんへの対応に戸惑いがあるように見えました。


●おそらく精神的にも不安定でだんだん疲れがたまると思うので、仮眠を取る時はできれば男性と女性を分けてほしい。


●ブルーシートだけでなく、老人・要介護者には椅子などを用意しておく必要がある。





※ 港区以外の事業者の場合：当該地区の取組状況を確認してください。





※ 港区以外の事業者の場合：当該地区の自治体に確認してください。








以下（例）の文章を参考に、自社で定めるマニュアルの取扱いや規定等を検討してください。








1

